
voc1
テキストボックス
愛媛県における職業実践専門課程等への補助金等の制度の状況
　　
１．愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業費補助金
　　【実施年度】　平成２６・２７・２８年度
　
　　【予 算 額】　３５万円×１０校×３年間＝１０５０万円
　
　※詳細は「平成28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業費補助金交付
　　要綱」等を参照してください。
　
　　
２．愛媛県私立専修学校地域を担う人材育成事業助成金
　　【実施年度】　平成２９・３０・３１（予定）年度
　
　　【予 算 額】　４０万円×　８校×３年間＝　９６０万円
 
　※詳細は「平成29年度愛媛県私立専修学校私立専修学校地域を担う人材育成事
　　業募集要領」等を参照してください。
　
　　



平成28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業費補助金交付要綱

(目的等)

第 l条 県は、愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業実施要領 (以下 「実施要領J という。)に基

づいて、実施要領に定める事業実施主体が行う事業(以下「事業Jという。)に要する経費に対して、

愛媛県補助金等交付規則(平成18年愛媛県規則第17号)に定めるもののほか、この要綱の定めるとこ

ろにより、予算の範囲内で、平成28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業補助金(以下「補

助金Jという。)を交付する。

(事業実施主体)

第2条 事業実施主体は、県内に私立専修学校を設置する法人等(個人立を除く。)とする。

(補助対象事業)

第3条 補助対象事業は、事業実施主体が、県内企業等との連携により職業実践教育の質の向上を図る

事業とする。

(補助対象経費、補助率及び補助限度額)

第4条 補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表に掲げるところによる。

(補助金の交付申請)

第5条 事業実施主体は補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書(様式第1号)に関

係書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

(補助金の交付決定)

第6条 知事は、前条の規定する補助金交付申請書を受理した場合は、申請書を審査し、補助金を交付

すべきものと認めたときは、補助金の交付を決定し、速やかに当該事業実施主体に通知するものとす

る。この場合において、知事は必要な条件を付すことができるものとする。

(補助金の変更承認申請)

第7条 前条の規定によ り、補助金の交付決定を受けた者(以下 f補助事業者Jという。)は、補助金

の交付決定を受けた事業(以下「補助事業Jとしづ。)の内容を変更しようとするときは、あらかじ

め補助事業変更認定申請書(様式第2号)を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

(補助事業の中止及び廃止)

第8条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ補助事業中止(廃

止)承認申請書(様式第3号)を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

(実績報告)

第9条 補助事業者は、補助事業完了の日から 30日以内文は平成29年3月31日のいずれか早い日

までに補助事業実績報告書(様式第4号)に、知事が必要と認める書類を添えて、知事に提出しなけ



ればならない。

(補助金の額の確定)

第10条 .知事は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて調査を行い、

適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を補助事業者に通知するものとする。

(補助金の請求)

第11条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、補助金請求書(様式第5号)

を、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

(補助金の交付)

第12条 知事は、前条の規定による補助金請求書を受理した場合は、補助金を交付するものとする。

(関係書類の保管)

第13条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿並びに証拠書類を備え、

補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して5年間保管しなければならない。

(補則)

第14条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に定める。

附則

この要綱は、平成28年4月28日から施行する。



別表 (第4条関係)

1 補助対象経費

補助対象経費 補助率及び

条件 事業種別 内容 (例示) 補助限度額

(1)学校内に設置する
委員謝金、講師謝金

教育課程編成委員会へ 1 報償費
等

の企業等の外部専門委

員の導入 -補助率

2 旅費
委員旅費、講師旅費、 補助対象経費の

(2)県内企業等との連 職員打合せ旅費等 1/2以内

携による教員実務研修

県内企業
や生徒実習の実施

3 需用費 印刷経費等 -補助限度額
等との連 (3)学校関係者(県内企

1校あたり 35万
携による 業、業界団体、地域住

職業実践 民等)による学校評価 通信連絡費、郵送料
円を上限とす

4 役務費 る。
教育の質 の実施公表 等

の向上を

図るため
(4)ι県内企業等との連

携を通じ把握した職業 -補助金の額
の事業 5備品購入費 教育設備関連機器等

実践教育に必要な教育 実施要領の定め

環境設備整備 るところによ

6 負担金 研修会負担金等
り、審査会が決

(5)その他県内企業等 定Lた額を限度
との連携により職業実 とする。
践教育の質の向上を図 1から 6以外で事業の

るために必要と認めら 7 その他 実施に必要であると審

れる事業 査会が認めた経費



平成28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業実施要領

(趣旨)

第1条愛媛県は、県内私立専修学校の職業実践的な教育の質の向上を図るため、この要領に定めるとこ

ろにより、私立専修学校職業実践教育促進事業を実施する。

(事業実施主体)

第2条事業実施主体は、県内に私立専修学校を設置する学校法人等(ただし、個人立を除く。)とする。

(事業の内容等)

第3条事業実施主体は、県内企業等との連携による職業実践教育の質の向上を図る事業を実施するも

のとする。

(補助金の交付)

第4条県は応募のあった事業のうちから、より実施効果が高いと認められる事業を別に設置する審査会で

選考のうえ、補助対象経費の1/2以内で、 1校あたり35万円を上限として、予算の範囲内において補助

金を交付する。

(応募方法)

第5条応募しようとする事業者は、別に定める平成28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事

業募集要領により、指定された期日までに知事に事業計画書を提出しなければならない。

(選考方法)

第6条補助金交付対象事業は、県の設置する審査会において、別に定める審査基準に基づく審査を経

て、知事が決定する。

2 審査会については、別に定める。

(事業の確認)

第7条知事は、この事業の実績について、書類によって確認、するものとする。ただし、必要な場合は、現地

調査等によって確認するものとする。

(その他)

第8条この要領に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、知事が別に定める。

附則

この要領は、平成28年4月28日から施行する。



平成28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業募集要領

1趣旨

愛媛県では、県内私立専修学校の職業実践的な教育の質の向上を図るため、県内私立専修学校が県

内企業等との連携を通じて、地域社会や地域産業ニーズ、を把握したうえで職業実践的な教育への取組み

を行う場合に、その取組みに要する経費に対し、予算の範囲内において助成を行います。

2 対象事業者

県内に私立専修学校を設置する学校法人等(ただし、個人・立を除く。)とします。

3 対象事業

対象となる事業は、県内企業等との連携による職業実践教育の質の向上を図るための事業で、次のよう

な事業が該当します。

(例)

(1)学校内に設置する教育課程編成委員会への企業等の外部専門委員の導入

(2)県内企業等との連携による教員実務研修や生徒実習の実施

(3)学校関係者(県内企業、業界団体、地域住民等)による学校評価の実施公表

(4)県内企業等との連携を通じ把握した職業実践教育に必要な教育環境設備整備

(5)その他県内企業等との連携により職業実践教育の質の向上を図るために必要と認められる事業

4 補助率及び補助限度額

補助金の額は、補助対象経費の1/2以内で、 1校あたり35万円を上限とし、原則として10校の事業を採
択します。

5 補助対象経費

補助対象事業の実施に係る経費で、補助金交付決定日から平成29年3月31固までの期間に支出さ
れる経費が対象となります。

6 応募方法

別紙様式のI平成28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業計画書Jに必要事項を記入の
うえ、平成28年6月20日(月)までに、愛媛県総務部総務管理局私学文書課へ郵送、ファックス、メール文
は持参により提出してください。(郵送の場合は、当日の消印を有効とします。)

7 審査

応募のあった事業については、県の設置する審査会で審査を行い、補助対象事業を決定します。

8 審査結果の通知等

審査の結果については、応募のあったすべての法人に対し、文書でお知らせします。その結果、採択と

なった法人には、補助金の交付に係る必要な手続きをとっていただきます。

9 問い合わせ及び応募先

〒790-8570
松山市一番町四丁目4番地2

愛媛県総務部総務管理局私学文書課私学・公益法人係(担当 :一柳)

Tel: 089-912-2221 
Fax:089-912-2219 
Mail: shigaku@pref.ehime.jp 



{記載例]

別紙様式

平成 28年度愛媛県私立専修学校職業実践教育促進事業計画書

1 事業実施主体の概要

法人及び学校名 00法人 00専門学校

代 表者氏名 00法人 理事長 0000 

(法人及び学校) 00専門学校 校長 0000

所 在 地 00法人 T 

(法人及び学校) 00専門学校 T 

氏名一|!!i電EFH話A番7Xド号番同号:: 一 一一一一
担当者氏名 一一一 一
連 絡 先

連絡先

注 押印の必要はありません。

2 事業の概要

事 業 名

事業 概 要

全体スケジューノレ

期待される効果

(職業実践教育の

質の向上など)

将来への展望

〔信託:0)J 

00000事業

(※ 募集要領 r3対象事業Jの中で核当する事業番号も記入してください。)

(1)学校内に設置する教育課程編成委員会への外部専門委員の導入

(2)県内企業等との連携による教員実務研修や生徒実習の実施

(4)県内企業等との連携を通じ把握した職業実践教育に必要な教育環境

設備整備

00企業の 1T関連専門家2名を、 学校内の教育課程編成委員会へ委
員として委嘱し、カ リキュラムを編成する中で、モバイノレゲームの作

成技術の必要性を把握したことから、 00会社から講師の派遣を受
け、教員への実務研修や生徒へのゲーム制作実習を行う。また、その

際に必要となるOA機器やプログラミングソフトを導入する。

(※ スペースが不足の場合は、別紙にしてください。)

平成28年 9........10月 00会社との打合せ
11 10月上旬 00会社の専門家を委員として委嘱
11 10月中旬 教育課程編成委員会の開催

11 11月 OA関係機器整備

11 12月 教員実務研修の実施 (00会社から講師派遣)
平成29年 1........2月 生徒へのゲーム制作実習(" ) 

00会社との連携により、県内 1T関連企業において必要とされている
ニーズ等を把握し、カ リキュラムの編成に活かすとと もに、研修等に専門

家である00会社からの講師の派遣を受けることで、よ り実践的な研修等
を実施することが可能となり、職業能力、 専門技術を持った即戦力となる

人材を育成することができる。

今後は、 00会社と更に連携してニーズを把握し、新たなカリキュラムを
創設するなど、 IT関連企業のニーズに応じた人材を育成していく。

また、学校評価と情報公開を実施するなど、国の「職業実践専門課程jの

認定を目指していく。



3 事業別計画書

(その 1) 

事 業 種

事 業 内

lllJ 

谷，今t・

事業実施予定場所

事 業 lllJ 

スケジューノレ

事業の新規性

経費の概要

(その2)

事 業 種 日IJ

事 業 内 F谷手T・3

事業実施予定場所

事 業 lllJ 

スケジュ ーノレ

事業の新 規性

経費の概要

(その3)

事 業 種 lllJ 

事 業 内 谷，チヲ

事業実施予定場所

事 業 別

スケジュール

事業の新規 性

経費の概要

( 1 )学校内に設置する教育課程編成委員会への外部専門委員の導入

(※ 募集要領 r3対象事業Jの中で該当する事業を記入してください。)

. 1 T関連企業である00会社の専門家を2名、学校内に設置する教育課

程編成委員会に委員として委嘱。

.00会社の専門家を委員に加え、 10月中旬に教育課程編成委員会を2回

開催し、カ リキュラム編成等に関して協議を行う。

00専修学校 00会議室

平成28年 9'"'-'10月 00会社との打合せ

IJ 10月上旬 00会社の専門家を委員として委嘱

IJ 10月中旬 教育課程編成委員会の開催 (2回)

〈議長v.既存 (※ 該当する方をOで囲んでください。)

50千円

(内訳 :委員謝金40千円、委員旅費8千円、職員打合せ旅費2千円)

( 2)県内企業等との連携による教員実務研修や生徒実習の実施

-教育課程編成委員会において、モバイルゲームの作成技術の必要性を把

握したことから、 00会社から JT関連専門の講師を招き、12月に教員実

務研修を2回実施。

.00会社から IT関連専門の講師を招き、 平成29年 1"-'2月にかけて、l

生徒へのゲーム制作実習を8回実施。

00専修学校 00会議室

平成28年 12月 教員実務研修の実施(2回)

平成29年 1"-'2月 生徒へのゲーム制作実習の実施 (8回)

⑬?め- 既存 ※ 該当する方をOで囲んでください。

330千円

(内訳:講師謝金300千円、講師旅費20千円、講師弁当代10千円)

(4)県内企業等との連携を通じ把握した職業実践教育に必要な教育環境

設備整備

-教育課程編成委員会おいて、モバイルゲームの作成技術の必要性を把握

し、ゲーム制作実習を実施することになったことから、その際に必要な0

A機器やプログラミングソフ トを購入する。

00専修学校 00会議室に設置

平成28年 11月 OA機器等の購入

〈詰め -既存 ※ 該当する方をOで囲んで、ください。

330千円

(内訳 :OA機器00 100千円、 OA機器00 180千円、
プログラミングソフ ト50千円)



4 収支予算書

(※ 3事業別計画書のそれぞれの経費の合計を支出合計・全体経費 (D)と一致させてください。)

(1)収入の部

、 区 分 予算額(円)

県補助金 350，000 

自己資金 360，000 

収入合計 (A) 710，000 

注 県補助金は千円未満を切り捨てること。

(2)支出の部

費目名 予算額(円)

1 報償費 340，000 

一一一一 一一一一一一 一一一一一一一一一一

2 旅 費 30，000 

一一一一一一一一--一一一'・・・一一一一一.---一一一一一一一一一一一一一一
補 3 需用費

助 一 一 一一一一一一一 一一一一一一-一一一一一

対 4 役務費

一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一ーーー一一一ー・
象
5 備品購入費 330，000 

経
一一一一一一ー一一一一一一-一ーーーー一一一一一一ー一一一一一-一一一一一一一一一一一一
費 6 負担金

一一一一一一一一一一一ーー・・ー一一一ーー一一一一一一一一一一一一

7 その他

計 (B) 700，000 

補
1 飲食経費等 10，000 

助

対 2 法人運営の経常経費
象

外 3 その他の対象外経費

経

費
計 (C)

支出合計・全体経費 (D)= (B) + (C) 710，000 

補助対象額 (E)= (B) 700，000 

補助希望額(F) = (E) x 1/2 350，000 
」ー
注摘要欄には、費目ごとの積算内訳を記載すること。

注 補助対象外となる経費があります。

(例)飲食経費、法人運営の経常経費等 ほか

摘 要

摘 要

委員謝金2人X10千円 X2回

講師謝金30千円 X10回
一一一一一一一一一一一一一一・・・ーーー一一一一一
委員、講師旅費 (2千円X14回)

職員打合せ旅費 (2千円)

一一一一一一一一一ーーー-一・ーー'一一

一一一一一一一一ーーー'一-ーーー_.園事一一一一一一一一一_.・一-------
OA機器 (280千円)

プログラミングソフト (50千円)
一一一一一一 一一一一

---一一一一一一一一一・・一一一ーーーー一一一一ーーーーー・一一

講師等への弁当代

注 収入合計 (A) と支出合計・ 全体経費 (D)は一致させてください。
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平成29年度愛媛県私立専修学校私立専修学校地域を担う人材育成事業募集要領

1趣旨

愛媛県では、県内私立専修学校の人材育成力の更なる強化を図るため、私立専修学校が、

県内企業等と連携しながら、地域の課題やニーズに対応できる知識・技術を習得し、これから

の地域の産業を担う人材を育成する取組みを行う場合に、その取組みに要する経費に対して

予算の範囲内において助成を行います。

2 対象事業者

県内に私立専修学校を設置する学校法人等とします。

3 対象事業 .r-ー「
対象となる事業は、県内企業等と連81しながら、地域の課題やニこ三ズに対応でき、より専門‘
的な知識、技能を有するみ材の育成に取り組む事業で、例えば、次のような事業が該当しま

す。

〔例〕

職種(学科) 取 主且 内 廿'*" 地域の課題・ニーズ | 
看護師 災害時の看護活動に対する知識の習得、災 救急医療体制の確保

害支援ナースの必要性等について理解を深

めるための講話の開催

看護師 看護現場において必要となる介護の知識に 介護従事者の資質向

ついて、介護福祉士による研修の実施 上

臨床工学技士 在宅介護に関する知識の習得及び課外授業 在宅介護の増加

の実施

製菓(パティシ 県内農産品生産者を講師として、県内農産 愛媛産品のブランド

エ)、調理師 品を使った商品開発実習の実施 力向上

調理師 栄養士を講師として、幼児教育における f食 幼児教育の充実

育」に関する知識の習得等
」一一一一一ーーー 一一ー一一一一一

4 補助率及び補助限度額

補助金の額は、補助対象経費の1/2以内で、 1校あたり袋三旦主主星生し、原則として8校の

事業を採択します。

5補助対象経費

補助対象事業の実施に係る経費で、補助金交付決定日から平成30年3月31日までの期間

に支出される経費が対象となります。

6 応募方法

別紙様式の「平成29年度愛媛県私立専修学校地域を担う人材育成事業計画書Jに必要

事項を記入のうえ、平成29年 6月20日(火)までに、愛媛県総務部総務管理局私学文書

課へ郵送、ファックス、メール又は持参により提出してください。(郵送の場合は、当日 の消印を

有効とします。)



7 審査

応募のあった事業については、県の設置する審査会で審査を行い、補助対象事業を決定し

ます。

8 審査結果の通知等

審査の結果については、応募のあったすべての法人に対し4文書でお知らせします。その結

果、採択となった法人には、補助金の交付に係る必要な手続きをとっていただきます。

、9 問い合わせ及び応募先

干790-8570 松山市一番町四丁目4番地2

愛媛県総務部総務管理局私学文書課私学・公益法人係 (担当:加藤宇都宮)

Tel:089-912~2221 Fax:089-912-2219' 

Mail: shigaku@pref.ehime.lg.jp 

O事業のスケジュール(予定)
. 

時 期 内 、 行Fチ~

4月26日(水) 説明会の開催
‘ ， ， 

~ 

6月20日(火) 県への事業計画書提出期限
， 

7月中
審査会の開催(補助事業の決定)

学校(学校法人等)へ審査結果を通知

県に補助金交付申請を提出

8月上旬 学校(学校法人等)~補助金交付決定通知

補助事業の実施(-翌年3月31固まで)

翌年3月 県に実績報告書等の提出

4""""5月 学校(学校法人等)へ補助金の支払



-. 【記載例]

別紙様式

平成29年度愛媛県私立専修学校地域を担う人材育成事業計画書

1 事業実施主体の概要

一一一一一一一一一一一一---一一ーー--.-

設置者

代表者職氏名 校長 00
Aナ，<. 校

T 
所在地

職氏名 | 十l「FE電メ話ーAル番7Xト番e号レス号
ト一一----一一・ーーー・一一

担当者職氏名
一一一一一_------一一一一一一一一一一

連絡先 連絡先
一一一一一一一一一一一一一一

注押印の必要はありません。

2 事業の概要

(1)事業名 loooooooooooooo事業

側域の課題ニーズ|救急医療体制の確保

(3)連携する県内企業等

(4)生徒に習得させる

知識・技術等

(5)事業対象の学科、

学年及び生徒数

(6) これまでの事業の

取組み状況

0立0000病院、 00法人0000病院、 000看護協会

株式会社0000(医療機器販売)、 000株式会社(医療材料製造)

災害時の看護活動に対する知識・技能

学科 i報学科
ト一一一一ー一←一一一一一一一一一…一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー
学年 I 1年生及び2年生
一一一一一--r-一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・ーーーー一一
生徒数 j 160名

ム

例 1:今回、初めて実施

例2:これまで年1回程度、災害支援ナースを講師に招き、生徒に災

害時における看護活動の実態について講話を実施していたの

を拡充。



(7)事業内容

(8)事業スケジュール

(9)事業の効果

(10)将来への展望(次年

度以降の取組み)

(11)事業経費の概要

(12)備考

【記載例}

生徒が災害時の看護活動における必要な知識や技能を学ぶため、災

害支援に派遣された経験のある災害支援ナース等を講師として招き、

生徒に災害時における看護活動の実態や災害支援ナースの必要性等に

ついて理解を深めてもらうための講話を開催するとともに、看護協会

や県内医療機器販売会社等と連携して、災害時の医療資機材の使用方

法についての講習を行う。

また、看護指導教員の指導力向上のため、ー教員を災害支援ナース養

成講習会へ参加させる。

0災害支援ナース講話等

平成29年8月 O立0000病院、 00法人0000病院、 000看

護協会等との打ち合わせ。

11 9月 医療資機材等の購入

11 10月 講話の開催(毎月 1回、計5回開催)

........2月

O災害支援ナース養成講習会受講

平成29年 8月 講習会の受講

........10月

生徒の防災意識の向ょや将来的な災害支援ナースの登録者の増加に

繋がる。

来年度以降も、教員に災害支援テース養成講習会を受講させ、全て

の教員の登録を目指す。

0災害支援ナース講話等:767，000円

内訳報償費:50，000円、旅費:27，500円、需用費:67，500円

.使用料等:50，000円、備品購入費:572，000円

0災害支援ナース養成講習会受講:33，000円

内訳旅費:11，000円、負担金:22，000円

キJJI'"J 4) ~ >.4 A今誇毛d，られ人託手.

ち



--" 
3 収支予算書

(1)収入の部

区 分 予算額(円)

[記載例】

摘 要

県補助金 400，000 Gコ
自己資金 405，000 

収入合計 (A) 805，000 
，ヘa、
1，、，

注 県補助金は千円未満を切り捨てること。

ω支出の部 引刊訂3・M t?a:4ltj品-£(
費目名 予算額(円) 摘 要

1 報償費 50，000 講師謝金 10，000円X5回
トー一一一一ーー・ー一一一一一一-一一一一日・一一ー--ー一ー・・・・・・一一一一一一一一 一一一一一一一一

2 旅費 38， 500 
講師旅費 5，500円X5回

講習会参加旅費 5，500円X2回
一一一一一一一-一一一一一一一

3 需用費 67，500 
トリアージタッグ 30，000円X2セット

補 ー---一一一一一一ー一一一一一一一一一一一ー一ー一日・・ー・・---一一一一一一ー一一・ー帽.........._....__.....
資料印刷製本費 1， 500円X5回

助 4 役務費

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一…一一一一一ー ー~・ーーーーーーー-・--ーーーーー骨---・ー--・ーー・-ーーーーーー--ーーーーーーーーー・・唱
対 講話・講習会会場使用料

象
5 使用料及び賃貸料 50，000 

「一・ーーlーO一一，000円×一5回一一一一・ーー一一一一一一・ーーーー一一一ーー一一一一一一一一一一一一一・・・ー一一一一一一一一一一
経 6 備品購入費 572，000 災害用医療資機材

費 ......_......_....・・ーーー・ー一一一一-一一一一一一日，・・・ーーーー町一一........一ー一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

7 負担金 22，000 
災害支援ナース養成講習会受講費用

10，000円X2人+1，000円X2人
一一一一一一_...........・--一一一一一一一一一一一一ーー

8 その他

計 (B) 800，000 

補
1 

助
飲食経費等 5， 000 講師弁当代 1，000円X5回

対 2 法人運営の経常経費

象

外 3 その他の対象外経費

経

費
計 (C) 5， 000 

支出合計・全体経費 (D)= (B) + (C) 805，000 
，r ，e. 
E、

補助対象額 (E)= (B) 800，000 司、
、ー、ー

補助希望額(F) = (E) x 1/2 400，000示〉
注 摘要欄には、費目ごとの積算内訳を記載すること。

注補助対象外となる経費があります。

(例)飲食経費、法人運営の経常経費等 ほか

':~;， ..:"恨 ì， ~. :ゑdtiマプ亡t........ 
， -， 

r yp-td伐乙‘し

注 収入合計 (A) と支出合計・全体経費 (D)は一致させてください。
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(参考) 取組事例

事例 I 災害時の看護活動に対する知識・技能

の習得等

生徒が災害時の看護活動における必要な知

識や技能を学ぶため、災害支援に派遣された

経験のある災害支援ナース等を講師として招き、

生徒に災害時における看護活動の実態や災害

支援ナースの必要性等について理解を深めて

もらうための講話を開催するとともに、看護協会

や県内医療機器販売会社等と連携してィ災害

時の医療資機材の使用方法についての講習を

イτつ。
また、看護指導教員の指導力向上のため、教

員を災害支援ナース養成講習会へ参加させる。

F 、
事例E 栄養士を講師として招き、幼児教育にお
ける「食育JIこ関する知識の習得

幼稚園においても給食を提供する園が増え、

それに伴い、調理師が幼児教育の現場に求めら

れている現状を踏まえ、管理栄養士を講師として

招き、生徒iこ「食育Jについて講義し、その重要
性を深めてもらうとともに、その後実地研修として

県内幼稚園において園児やその保護者に対する

「食育J体験活動を行う。

事例E 県内農産品生産者を講師として招き、
県内農産品を使った商品開発実習の実施

ノ

県内農産品に関する知識や特徴など学ぶため、

課外学習の一環として生徒及び教員が生産現

場で体験収穫を行うとともに、生産者からの講話

を行う。

その後、県内企業等と連携しながら、県内農産

品を使った新商品やレシピの開発を行い、県内

業界関係者を審査員として委嘱し、コンテストを

イ7つ。
コンテスト受賞作品を県内企業と連携して商品

化し、県内スーパー等で販売実習を行う。

区分

報償費

旅費

需用費

使用料及び
賃貸料

負担金

備品目湾入費

合計

補助金

区分

報償費

旅費 ・

需用費

使用料及び
賃貸料

合計

補助金

区分

報償費

旅費

役務費

使用料及び
賃貸料

需用費

合計

補助金

金額(円) 積算内訳

50.000 議師謝金10，000円X5回

38，500 
議師旅費5，500円X5回
講習会参加旅費5，500円X2回

67.500 
トリアージタッグ 30，000円X2セット
資料・印刷製本費1，500円X5回 l 

50.000 
講話・講習会会湯使用料
10，000円X5回

災害支撮ナース養成教員講習会受|

22.000 
議費用
(基礎編)10，000円X2回
(実践編)1，000円X2囲

572，000 災害用医療資機材(銭帯用吸引縁、携帯型人工呼吸紫等)

800，000 

400.000 

金額(円) 積算内訳

110.000 
講師謝金10，000円x3回(講務)
講師謝金10，000円X8回(体験活動)

60，500 
.師旅費5，500円X3回(議議)
講師総費5，500円X8回(体験活動)

教材(図鑑等)9，500円
189.500 子供用調理器具6，000円x10セット

実習食材費15，000円x8回

440.000 
パス借り上げ料(体験活動)
55，000円x4班x2回

800.000 

400.000 

金額(円) 積算内訳

70.000 
議師謝金10，000円
審査員謝金10，000円X3人X2回

， 33.000 審査員旅費5，500円x3人X2回

100.000 販売委託費

70.000 パス借り上げ料 70，000円x1回

527.000 実習食材費

800.000 

400.000 
」 ー
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